
964

967 951

関係する計
画、通知等

・統計法（平成19年5月23日法律53号）第2条第4項
・毎月勤労統計調査規則（昭和32年7月1日労働省令
第15号）

「労働経済の分析」など各種白書における分析資料、雇用
保険法に基づく求職者給付の基本手当日額の改訂に当
たっての基準など

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 雇用統計課

上位政策

課長
南　和男

統計情報部

一般会計

担当部局庁

－

総事業費(執行ベース) 1,013 967 951

983

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 976

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善（省内事業仕分けの結果を予算に反映）

毎月勤労統計調査については、省内事業仕分けの対象事業であることから、仕分けの議論の結果を踏まえ、調査コストの見直し
を図ること。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

オンラインによる報告の利用及び調査票の回収率向上を推進し、予算の効率的な執行を図る。また、調査結果につい
ては、わかりやすくポイントを示すなど国民にわかりやすいように公表資料を作成し遅滞なく公表する。

年度中に委託費の受託者である各都道府県から執行状況を聴取し、不用が見込まれる額については返還させるなど
必要最低限の執行を行っている。また、事業年度の翌年度５月末までに、精算報告書を提出させ、本事業の最終的な
執行状況の把握を行っている。

事業番号 18

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

昭和２３年度毎月勤労統計調査

執行率 95.9% 98.4% 97.5%

平成21年1月から平成21年12月の期間において、全国の調査対象事業所を対象として毎月調査を実施し、調査月の翌
月末頃に速報の公表を行っている。また、データが揃い次第、月報・年報・季報を作成、刊行している。

1,013

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

調査対象事業所において、毎月勤労統計調査票を作成し、管轄する都道府県の審査を経て、毎月勤労統計調査票が
厚生労働省に提出される。提出された調査票は、厚生労働省において集計・公表を行い、調査結果は、概況・月報・年
報・季報という方法で提供する。

基幹統計である毎月勤労統計調査を実施し、給与、労働時間及び雇用についての変動を毎月明らかにし、厚生労働
行政をはじめ各種施策の基礎資料を得ることを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

9571,057



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

９５１．４百万円

基幹統計調査である毎月勤労統計調査を

実施するための経費

民間会社（８社）

７．０百万円

（内訳）

・(株)大和プリント ２．２百万円

・(有)正陽印刷 １．６百万円

・(株)内山回漕店 １．１百万円

・郵便事業(株) ０．７百万円

・(株)三響社 ０．５百万円

・(株)富士通ラーニングメディア

０．５百万円

・(株)イーディーアイ

０．２百万円

・城南印刷(株) ０．２百万円

民間会社（７社）

２８．０百万円

（内訳）

・富士通(株) １０．５百万円

・永和印刷(株) ７．７百万円

・(株)日比谷情報サービス

４．９百万円

・インフォテック(株) ３．３百万円

・(株)読売メディアセンター

１．３百万円

・(有)エムア ０．３百万円

・(株)内山回漕店 ０．０百万円

都道府県

９１５．３百万円

（内訳）上位１０者

・東京都 ８４．７百万円

・大阪府 ４６．８百万円

・愛知県 ３５．４百万円

・北海道 ３１．０百万円

・神奈川県 ２９．４百万円

・福岡県 ２５．６百万円

・兵庫県 ２５．５百万円

・埼玉県 ２５．１百万円

・静岡県 ２３．９百万円

・千葉県 ２３．４百万円

【Ｃ．委託費】【Ｂ．一般競争入札】【Ａ．随意契約】

うち事務費 ０．５百万円

臨時集計員

０．６百万円

【賃金】

委託発送、報告書印刷等

オンラインシステム運用支援、

調査用品印刷、新産業分類基

準数値作成、オンライン利用

希望書印刷等

統計調査員を雇用し調査を

実施。調査票を回収後、厚

生労働省に送付。調査票の

一部については、都道府県

にて集計し、厚生労働省に

報告

臨時集計員



0計 0.0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

D H.

計 84.7 計

その他 1.2

印刷製本費 地方調査報告書印刷費等 1.0

雑役務費 穿孔委託費 1.2

通信運搬費 印刷表発送費

諸謝金 記入担当者手当 1.6

2.1

旅費 調査員訓練会出席旅費等 6.6

人件費 都道府県に配置される統計調査員へ
の手当

71.0

C.東京都 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 10.5 計

雑役務費 新産業分類基準数値作成等 1.5

雑役務費 オンラインシステム運用支援 9.0

B.富士通(株) F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 2.2 計

印刷製本費 月報等の印刷 2.2

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.(株)大和プリント E.


